
(Ａ)-(Ｂ)

べき財源

(Ｃ)-(Ｄ)

(F)+(G)+(H)-(Ｉ)

(L) (M)   月額  (M)/(L)

22年国調
※分類不能産業を
　分母に含む

508,071千円

一人当り給料
( 報 酬 ) 月 額

改 定 実 施
年 月 日

370,000円

H26.4.1

％
8.4

合　　　計

法適用

235人

14人

4人

-人

-人

教 育 公 務 員

消 防 職 員

臨 時 職 員

一 般 職 員

うち技能労務職

一　　般　　職　　員　　等（H31．4．1現在）

区　　　分

313,872円73,760千円

給 料 月 額 一人当り支給

358,221円5,015千円

388,216円

395,000円

315,116円75,313千円

-千円

議 会 議 員

H26.4.11,553千円

H6.10.1

8.0

特　別　職　等（H31．4．1現在）

448,000円

市 長

副 市 長

教 育 長

区　　　分

700,000円

590,000円

H6.10.1

H6.10.1

％
11.1

％
-

％
-

920,000円

％
9.8

千円
9,464,990

0.518

7.9

％
26.8

千円
16,397

千円
1,358,778

218,053

3,477,994

2,102,819

千円

千円

千円

千円

14,358,63015,171,454

3,965,209

千円

5,241,725 5,223,475

千円

％
25.8

将 来 負 担 比 率

連 結 実 質
赤 字 比 率

％
-

％

7

単 年 度 収 支

積 立 金

(a) (b)5 実 質 収 支
(Ｅ)

▲ 184,394 242,355

指 定 団 体 の 状 況 低 開 発 地 域 特 別 豪 雪 地 域

救 急

退 職 手 当事務の共同処理の状況

(Ｇ)

消 防 補 償 等

ご み 処 理 し 尿 処 理 消 防

後 期 高 齢 者 医療

(Ｂ)

歳 入 総 額

歳 出 総 額

6

教育研究センター へ い 獣 処 理

第 １ 次 第 ２ 次

1

2

区　　分

19,139,588

第 ３ 次
人　　　　　口 住民基本台帳人口

産　　業　　構　　造

区　分

面　　　　　積

222.85k㎡

国
勢
調
査

世　　帯　　数
H31.3.31 現在

(Ａ)
地 方 債 現 在 高

22年

36,894人

38,850人

▲5.0％ ▲1.2％

17,711,044

12,961世帯 9.7％ 26.6％

1,779人 5,083人

166人
就
業
人
口

人　口　密　度

27年国調

27年国調
※分類不能産業を
　分母に含む

11,509人1,790人

令 和 1 年 度
都道府県名 山 形 県

コ ー ド 番 号 ０ ６ ２ ０ ５ ７

4,895人35,465人

増減率

11,127人R2.3.31 現在
35,039人

60.4％

27年

区　　分

増減率
62.5％

9.7％ 27.6％

Ⅰ－１

決 算 状 況 ふ り が な し ん じ ょ う し
Ⅰ－２

（決算カード） 市 町 村 名 新 庄 市

3
(Ｃ)

歳 入 歳 出 差 引額
現 在 高 合 計

積
立
金
現
在
高

市 町 村 類 型

1年度交付税
種 地 区 分

4
(Ｄ)

翌年度へ繰り越す うち
財政調整基金

平成30年度令和1年度 平成30年度 令和1年度

千円
191,208

千円

千円 千円 千円

千円 千円 債 務 負 担 行 為 額
18,311,513 16,702,148

その他特定目的基金

(翌年度以降支出予定額)

千円

千円
82,306

36,204 36,203
実 質 収 支 比 率

千円 千円
828,075 1,008,896

(a)-(b) 千円

千円

千円

78,733 2,139,023

千円

1,795,445

745,769 930,163 30,741
うち
減 債 基 金

(Ｆ)

千円 千円 ％

千円 千円うち

8 繰 上 償 還 金 千円 千円 千円
標 準 財 政 規 模

(Ｈ) 27,306 - 9,449,318

財 政 力 指 数
(Ｉ) - - 0.521

実 質 赤 字 比 率
健
全
化
判
断
比
率

9 積 立 金 取 崩 し額 千円 千円

千円

千円 千円

7,756,764

％
(Ｊ) ▲ 120,884 278,558 11.6

公 債 費 負 担 比 率
10 実 質 単 年 度 収支 千円 千円

11,919,296

千円

千円

7,877,417

12,266,490

基 準 財 政 需 要 額

H26.4.1

基 準 財 政 収 入 額
千円 千円 ％

4,110,211 4,088,954 -

標 準 税 収 入 額 等

歳 入 一 般 財 源 等

上 水 道 65,048千円14,603千円

282,834千円

4,578世帯

の繰入額　　
事 業 名 職員数

普通会計からの繰入額
収 支 額

収 支 額

実質公債費比率

職員数

議 会 議 長

議 会 副 議 長

-円

-千円 -円

239人

集落排水 54,668千円

98,486円

1人1,011千円

国
保
会
計
の
状
況

被 保 険 者 一 人 当 り

公
営
企
業
の
状
況

下 水 道

普通会計から
の有無

163,284円

7,590人

一 世 帯 当 り

8人 被 保 険 者 数

8人

保 険 税 調 定 額

443,286円

加 入 世 帯 数

無

有

被保険者一人当り費用

保 険 税 調 定 額

968千円 414,113千円

無



4,253 -

地 方 特 例 交 付 金 62,208 0.3 62,208

地 方 交 付 税 4,485,829 23.4

元 利 償 還 金 1,458,001 8.0

7.4

0.6

1,385,142

歳　　　　　　　　入 性　　質　　別　　歳　　出

区　　分 決  算  額 構成比
(Ｋ)の
構成比

区　　分 決  算  額
充　　　当
一般財源等

経常経費充当
経常収
支比率

経常一般財源 一般財源等

(Ｋ) (Ｋ)

構成比

地 方 税 4,583,051 23.9 4,377,452 48.1

千円 ％ 千円 ％

22.0

千円 ％ 千円 千円 ％

う ち 職 員 給

人 件 費 2,292,296 12.5 2,128,845 2,103,466

利 子 割 交 付 金 3,503 - 3,503 -

地 方 譲 与 税 125,482 0.7 125,482 1.4

12.1

1,377,652 7.5 1,242,683 1,233,460 12.9

公 債 費

扶 助 費 3,582,620 19.6 1,161,076 1,157,748

株式等譲渡所得割交付金 5,506 - 5,506 0.1

配 当 割 交 付 金 9,885 0.1 9,885 0.1 1,458,060 8.0 1,385,201

1,385,142

1,385,201 14.5

14.5

13.4地方消費税交付金 703,610 3.7 703,610 7.7 1,350,101 1,278,972 1,278,972う ち 元 金

1.1ゴルフ場利用税交付金 4,704 - 4,704 - 106,170107,900う ち 利 子

一時借入金利子 59 -特別地方消費税交付金 - - - -

内
訳 106,170

7,332,976 40.1 4,675,122 4,646,415 48.7

5959 -

自動車取得税交付金 16,916 0.1 16,916 0.2

物 件 費

(小　　計）

自動車環境性能割交付金 4,253 - 1,629,042 1,284,693 13.5

0.7

15.1補 助 費 等

403,654 318,787 3.3維 持 補 修 費

1,696,7292,127,895 11.6

3,760,268 41.3

1,444,067

1,198,117

3,760,268

1,097,516

41.3

11.5うち一組負担金普 通 3,760,268 19.6

投資及び出資金・貸付金 996,472 5.4 31,148

9.6 1,512,287

6.5

交通安全対策特別交付金 5,571 - 5,571 0.1

-

分 担 金 ・ 負 担 金 138,157 0.7 -

繰 出 金 1,749,989

-

内訳

震 災 復 興 -

30,348 0.3(小　　計） 10,004,947 52.2 9,073,787 99.6

0前年度繰上充用金

3,173,587 17.3 654,849

- -

使 用 料 176,504 0.9 5,685 0.1

投 資 的 経 費

う ち 人 件 費

手 数 料 77,064 0.4 - -

内
　
　
訳

84,671 0.5 80,501

普通建設事業費 2,860,487 15.6 617,641

国 庫 支 出 金 2,544,690 13.3 （ 補 助 事 業 ） 1,421,860 7.8 171,585

県 支 出 金 1,395,014 7.3 （ 単 独 事 業 ） 1,357,239 7.4 432,070

財 産 収 入 48,759 0.3 6,330 0.1 （県事業負担金） 81,388 0.4 13,986

寄 附 金 374,460 2.0 災害復旧事業費 313,100 1.7 37,208

繰 入 金 101,706 0.5 失業対策事業費 0 - -

0.1

繰 越 金 1,008,896 5.3

地 方 債 2,162,925 11.3

諸 収 入 1,100,895

うち減収補てん債特例分 - -

5.8 8,856

(100.5)

減収補填際（特例分）及び

臨時財政対策債除く (100.5)

臨時財政対策債除く

100.0 11,091,221 9,148,265 95.8

(95.8)

区　　分 決  算  額 構成比 増減率
超過課税分
収 入 済 額

基 準 税 額
×100/75

議 会 費市 民 税

千円 ％ ％ 千円

316,301

千円

1,556,267

2,275,678

千円 ％ 千円

個 人 分 1,481,655 32.4 1.5 -

30.3

177,383 1.0 177,383

法 人 分 373,456 8.1 0.3 48,110 総 務 費

984,309

12.4 2,006,837

固 定 資 産 税 2,064,628 45.0 0.5 - 民 生 費 5,550,068

軽 自 動 車 税 113,658 2.5 3.4 - 衛 生 費

市 た ば こ 税 344,055 7.5 1.3 - 労 働 費347,163 35,472 0.2 14,225

鉱 産 税 - - - - 農 林 水 産 業 費 710,013 3.9 337,005

特別土地保有税 - - - - 商 工 費 1,439,039 7.9 327,399

普 通 税 計 4,377,452 95.5 1.0 48,110 土 木 費 1,352,211 7.4 984,095

入 湯 税 - - - - 消 防 費 940,334 5.1 621,426

都 市 計 画 税 205,599 4.5 ▲ 0.1 - 教 育 費 2,936,959 16.0 1,440,470

目 的 税 計 205,599 4.5 ▲ 0.1 - 災 害 復 旧 費 313,100 1.7 37,208

公 債 費 1,458,060 8.0 1,385,201

諸 支 出 金 - - -

合　　計 4,583,051 100.0 0.9 48,110 合　　計 18,311,513 100.0 11,091,221

徴

収

率

区　　分 現年度課税分 滞納繰越分 合　　　計

11.0 93.3

市 税 合 計

市

民

税

個

人

分

均 等
割

3,500円
市

民

税

法

人

分所 得
割

標準税率に

％

市 民 税 99.1 27.7 96.4

％

法人税割
固定資産税

％

対する比率

97.9

- -

14.9

98.6 16.6 95.0

目　　的　　別　　歳　　出

合　　計 18,311,513

1,198,117

2.2 319,878

1,939,225 10.6

特 別 725,561 3.8

市　　　　　　　　　　税

合　　計 19,139,588 100.0 9,100,229 100.0

うち臨時財政対策債 447,325

1,423,955

積 立 金 587,715 3.2 572,166

2.3

2,083,056

構成比 一般財源等決  算  額

113,264

区　　分

2,775,663

1,123,196 6.1

- 

- 

4,416,051

～50,000円

均 等 割

3,000,000円

12.1/100

1.4/100

4,416,051

適　　用　　税　　率　　の　　状　　況（H31．4．1現在）

1.0 固 定 資 産 税


